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ポスト・フォーディズムの経済と国家

一現代国家の形態と機能の変容一

若森 章 孝

はじめに

国家というものをなんらかの形で前提することなしに，経済学の議論を展開

することは不可能であるように思われる。すべての経済学者は，明示的に表明

しないとしても，一定の国家観を前提として自説を述べているのである。「市

場の失敗」を強調し「大きな政府」を主張するケインズ主義的見解も，「政府

の失敗」を強調し「市場による自生的秩序の回復」を主張する新自由主義的見

解も，それぞれ独自の国家論を想定している議論である。しかし，経済学派な

いし経済学者が自分たちの議論の前提になっている国家論を積極的に展開する

ことはきわめて少ないのである。自明の前提になっている「国家についての想

定」を理論化するためには，固有の方法と概念的枠組みを工夫する必要がある

が，このような工夫を伝統的な経済学の土俵の中で考案することが困難である

ことが，経済学者が国家論に消極的な理由であろう。

だが，「２０世紀的なもの」のすべてが枯渇し再編成を余儀なくされている今

日，とりわけ，これまでの経済学的議論の暗黙の前提であった国民国家が急速

に変容しつつあるために国家が「二重の危機｣')に直面している今日，経済学者

１）渓内謙（1988）によれば，「国家の二重の危機」のうちのひとつは，「生産力の水準が

国民国家の枠組みのなかに納まりきれないほどに高度化している普遍的傾向と政治世

界でそれに逆行するかのようにナショナリズムへの回帰がかえって強まっている個別

化傾向との矛盾から生じている危機」あり，もうひとつは「経済・社会に対する国家

の制御能力への信認の喪失化傾向と，国家にかわるべき代替的な公共的枠組みが依然
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は国民国家変容の基盤である経済過程の変容を解明すると同時に，経済／国家

関係の変容を国家論の積極的な展開にもとづいて分析する必要があると思われ

る。なかでも「制度化された妥協」という独自な国家理解にもとづいてフォー

ディズム的発展様式(大量消費をともなう大量生産）における国家形態(挿入国家の

一形態としてのケインズ＝ベヴァリッジ型国家)を分析してきたレギュラシオン学派

にとって，フォーディズム解体以後における国家形態の研究は，無視できない

重要な課題になっている。新古典派の異端と問題関心を共有しつつ「マクロ経

済のミクロ的基礎」としての「(企業)組織」に注目することによって，レギュ

ラシオン理論を「制度(マクロ）と組織（ミクロ）の経済学」として展開しようと

する最近の動向も，最も重要な制度的形態である国家やそれと不可分な「所

有」についての本格的な議論を早晩余儀なくされるであろう2)。以下本稿では，

レギュラシオン理論の立場から現在の国家の危機を分析し，フォーディズムの

危機から生まれつつある新しい国家形態の特質を検討するが，第１節ではその

前提として，レギュラシオン理論に特徴的な「制度化された妥協」という国家

規定および「挿入国家」というフォーディズムに特徴的な国家介入の型を簡単

に説明しておくことにしたい。

１レギュラシオン理論における国家論

レギュラシオン理論の関心は,｢理念としての資本主義」を想定して資本主義

経済一般の法則を研究する（あるいはすべての経済現象を一般法則から演緯したり，

それを一般法則に還元する）ことではなく，資本主義の「経済的・社会的動態の時

未形成であることの結果としての，……政治的・法的な側面における権威主義傾向の

温存ないし強化……との矛盾から生じる危機である」（29ページ)。本稿では前者の危

機を，フオーデイズム的蓄積体制の危機と新しい社会的妥協（調整様式）形成の困難

性の問題として，また後者の危機を，挿入国家の一形態であるケインズ＝ベヴァリッ

ジ型国家の危機と挿入国家の新しい形態および社会的妥協レベルの重層化の問題とし

て検討する。

2）若森章孝・大田一魔（1994）を参照のこと。
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間的・空間的可変性｣3)を理解することであるが，この「可変性」を説明するう

えで，「制度諸形態」（｢構造的諸形態｣）および制度諸形態全体から構成される調

整様式という概念装置が重要な意味をもっている。この制度諸形態は，資本主

義経済の基本的社会関係の矛盾(私的労働／社会的労働の矛盾，資本／労働の矛盾）

が「もって運動する形態」であり，各国民的社会構成体における諸階級間およ

び諸集団間のコンフリクトを通じて「歴史的」に形成されるものである。ここ

で重要なのは，制度諸形態は矛盾や闘争を解消するのではなく，それらが展開

する歴史的・社会的形態であることである。したがって，レギュラシオン理論

は矛盾や闘争を軽視しているというしばしばなされる批判は的外れである。矛

盾や闘争や蓄積原理を制約し方向づける歴史的に形成された制度的枠組み総体

の解明こそが重要なのである。基本的社会関係とその制度諸形態の関係につい

て，ポワイエのように「制度」を資本主義の基本的社会関係をコード化したす

べてのものと定義するとしても，矛盾や闘争の側面が無視されているわけでは

ないのである4)。すなわち，「賃労働関係の形態」は，資本／労働の矛盾とその

制度諸形態の統一である。また，「貨幣制約の形態」は，私的労働／社会的労

働の矛盾とその制度諸形態の統一である。

このような制度諸形態の一つとして，経済／国家関係のあり方である「国家

介入の型」があり，それは賃労働関係の形態や貨幣制約の形態や資本間の競争

形態の変容とともに歴史的に変容する。すなわち，国家介入の型は，１９世紀資

本主義の競争的調整様式を構成する「限定国家」（インフラと所有権の保証の国家）

から，２０世紀資本主義（フォーディズム）の管理主義的調整様式を構成する「挿

入国家」の一形態（賃労働関係と貨幣制約の形態の再生産にも介入する国家）へと変

容するのである。しかし，リピエッツが指摘するように，国家は「調整の原器

(アルケティープ)｣5)とも言うべき制度形態であって，諸階級．諸集団が闘争にお

３）ＢｏｙｅｒＲ．（l986a)，ｐ､３７.訳，６１ページ。

４）乃脇.,ｐ,４８.訳，７８ページ。

５）LipietzA．（1985b)，ｐ､１９.訳，３２ページ。

279



１０２２ ‘閥西大皐『経済論集』第44巻第５号（1995年１月）

いて燃え尽きたり共倒れに終わることなく，支配的階級のヘゲモニーの下で社

会的妥協に到達するような，諸階級や諸集団のあいだの「妥協」の前提になる

ところの「主権についての同意」を意味するような，政治的な空間である。こ

の「主権についての同意」は，近代においては国民国家の形態をとっている6)。

国家は国民の名において，諸階級・諸集団間の闘争を通じて生まれた妥協や合

意や各種のノルムを正統化し，ゲームのルールとしての調整様式に規範的形態

を付与するのである。国家はこのような意味で「制度化された妥協」という

性格を有する独自な制度であり，「それを通じて合意が制度化される場所」に

ほかならない。大量生産と大量消費を媒介するフォード的賃労働関係の諸形態

（団体交渉制度、社会保障制度，最低賃金制度、いわゆるフォード主義的労使妥協，各種

の消費者信用制度）が発展するとともに，「制度化された妥協」としての国家規

定は次第にリアリティを帯びるようになる。フォーディズムにおける国家は，

蓄積過程の緊張や歪みを解消するために（ケインズ型国家)，また医療や教育や

年金といった「社会的なもの」を市場の論理とは別のやり方で保証するために

(ベヴァリッジ型国家)社会経済に積極的に介入する，挿入国家の最初の形態であ

る7)。つぎの節では，このような挿入国家の危機が分析される。

２現代国家の危機の背後にあるもの／フォーディズムの危機

先進工業諸国は第二次世界大戦後，資本主義の長い歴史の中でかつて例を見

ないような「高度成長」（旧西ドイツの「奇跡の復興｣，フランスの「栄光の30年｣)を

経験し，いわゆる「資本主義の黄金時代」（マディソン）を作り出した。高度成

長時代に照応する国家は，ケインズ型国家，フォード主義的国家，社会国家，

福祉国家，介入主義国家のようなさまざまな呼び名をもっているが，その共通

の特徴は，現代国家が，所有権の保護や社会的共通資本の整備という伝統的な

役割にとどまらず，経済成長のプロセスや「雇用，医療，教育，住宅，高齢者

６）LipietzA．（1988)，ｐｐ､18-19.

7）以上の第１節は，若森章孝（1986）の要約である。詳しくはこの論文を参照のこと。
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の生活」といった「社会的なもの」の保証に積極的に介入したことである。こ

のような特徴をもつ国家が1970年代中頃から諸種の困難に直面し’一つの困難

を打開しようとする試みが別のより一層大きな困難を生み出すという悪循環的

状況が,990年代の現在までつづいている。不況(失業)を打開しようとした'970

年代後半のケインズ主義政策は，不況に加えて高インフレをもたらした。ま

た，1980年代に反ケインズ主義を掲げて登場した新自由主義は，インフレ抑制

に成功したとはいえ，1980年代を通じて「社会的なもの」の保証から後退し

た結果，教育とインフラの軽視に起因する国際競争力の低下(経済的危機）や，

福祉予算の削減による貧困層の増加と社会の分解（ロス暴動の背後にある社会的危

機）を招き，国家の危機をかえって深刻化させたのである。

ではなぜ現代国家は危機にあり，国家の新しい形態がさまざまな立場から提

唱されているのだろうか。この論点にかんして，経済学者の意見はつぎの点で

はほぼ一致している。すなわち，生産と市場の国際化が飛躍的に進んだ結果，

閉鎖経済を想定したケインズ主義的政策は有効性を失った，というのが共通の

理解である。しかし，現代国家の危機の原因の究明は，経済の国際化を促進し

たもっと根底的な要因の解明にまで掘り下げられねばならない。これから検討

するように，フォーディズムおよび「社会的妥協」の危機が，経済の国際化と

国家の危機の根底にあるのである。前者の認識を欠くならば，後者の十分な理

解は望めないのである○以下，図１にしたがって，フォーディズム的蓄積体制

の危機一>社会的妥協の危機一>現代国家の危機という論理を説明することに

したい8)。

〔循環Ｉ〕：危機の主要な回路は,「テーラー主義プラス機械化」という労働

編成の生産性の源泉が枯渇し，新機械の導入や職務の細分化．増大により生産

性上昇率が次第に鈍化することに起因して,所得分配をめぐる労使の緊張が高

まり，生産性インデックス賃金が見直される結果，生産性一賃金一消費という

8）以下の危機の説明は，基本的にはＢｏｙｅｒＲ．（1986b）にもとづいている。
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回路が混乱し，さらには消費の落ち込みにともなって投資が停滞し生産性を永

続的に鈍化させる（消費一投資一生産性の回路の衰退）という循環Ｉによって示さ

れる。また，無内容な単純反復作業にたいする不熟練労働者の反抗(無断欠勤，

高い離職率，手抜きや欠陥製品，山猫スト）も生産性の低下の大きな要因となり，

フォーディズム的蓄積体制の危機を深化・波及させた。

〔循環ⅡＡ〕：これは危機の副次的回路であって，経済循環の国内的完結を

保証していた生産ノルムと消費ノルムの適応が輸出拡大をめぐる国際競争の激

化とともに崩れ，国内的生産ノルムは国際的生産ノルムに従わねばならなくな

り（国際制約の強化)，従来の一国的なケインズ主義的景気浮揚策による需要危

機への対応が困難になっていることを示している。

〔循環ⅡＢ〕：これは輸出競争を通じて日本とヨーロッパの生産ノルムがア

メリカのそれに追いついた結果，アメリカのヘゲモニーによって保証されてき

た国際的なゲームのルールである「国際体制」が危機に陥り，この危機がフォ

ーディズムの危機を悪化させていることを示している。

以上の循環Ｉと循環Ⅱは生産ノルムの限界から出発し，生産ノルムと消費ノ

ルムをつなぐマクロ的回路が混乱し危機に陥るという議論であったが，つぎの

危機回路はフォーディズムの成熟にともなう消費ノルムの限界を出発点とする

議論である。

〔循環Ⅲ〕：危機の第三の回路は，フォーディズムが引き起こす健康や老後

の生活といった「社会的なもの」の費用が増大することに起因する。フォーデ

ィズムの発展は伝統的な消費様式を破壊し労働者を生産者としてのみならず

「消費者」としても資本主義に終身的に統合する過程であるが，労働者をその

ように統合するためには，直接賃金を支払うだけではなく，大家族や農村の地

域社会における連帯の伝統的形態にとって代わるものとして「社会的なもの」

を福祉国家(社会保障制度や失業保険制度）として制度化しなければならない。こ

のような社会的費用の増加は大量消費ノルムを確立・波及させる上でも，景気

後退局面における安全弁としても重要である。しかし，生産‘性が鈍化し，生産
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と消費のダイナミズムが衰退するとともに，社会的費用の増加は所得分配をめ

ぐる緊張の源泉に転化し，失業の増大による財政赤字の増加や競争力低下の要

因になる。

〔循環Ⅳ〕：危機の第四の回路は，規格品の画一的消費にたいする需要が飽

和化し，需要が多様化・個性化することにともなう消費ノルムの変容に起因す

るものである。大量消費ノルムが変容するならば，テーラー＝フォード的労働

編成の生産性は低下せざるをえない。消費ノルムの限界は生産ノルムの限界を

強めるのである。

以上の４つの危機回路の進行によって，フォーディズム的蓄積体制は解体し

たのであるが，このようなフォーディズムの危機把握は，現代国家の危機分析

についていくつかの方法的示唆をあたえていると思われる。

第一に，フォーディズム的挿入国家（ケインズ主義的総需要管理や福祉国家）は

フォーディズム的蓄積体制というエンジンに支障がない限り，生産と消費の緊

張や労使コンフリクトを吸収する調整様式の構成要素として機能するが，この

エンジンが故障するとともに緊張や混乱を増幅・波及させる要因になる。言い

換えれば，フォーディズムにおける国家介入は，景気後退期の緊張のような

「小危機」の解決には有効であるが，蓄積体制の危機のような「大危機」の解

決には無力なのである。現代国家の危機は，それ自体としてではなく，蓄積体

制とその調整様式の危機という観点から分析する必要があるのである。

第二に，フォーディズム的蓄積体制の解体が「社会的妥協の危機」を引き起

こしていることである。社会的妥協の危機とは，生産方法の決定については経

営陣に一任し，生産性配分については生産性インデックス賃金を獲得するとい

う「労使のフォード主義的妥協」の危機であり，「社会的なもの」を福祉国家

の形態で管理主義的に確保することにたいする不信であり，生産性上昇と購

買力上昇を直結させる量的「進歩観」の危機である。いわゆる福祉国家の危機

は，フォーディズム的蓄積体制を調整した社会的妥協の危機の反映なのであ

る。社会的妥協の危機とその再編成の観点から国家の危機を検討する視角がこ
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こから出てくる。

第三に，フォーディズムの危機が国際関係の危機をともなっており，国際競、

争の激化の中で国際的生産ノルムと国内的生産ノルムの緊張が高まっているこ

とを考慮するならば，現代国家の危機は，「国際体制への各国民的蓄積体制の

挿入形態の危機」という観点から分析されねばならない。この分析視角を深め

るには，レギュラシオン学派の「制度化された妥協」という国家規定のみでは

不十分であって，ジェソップが指摘するように，インター・ステイト・システ

ムの中で独自の蓄積戦略を構想し実践するアクターという国家規定を加える必

要があろう9)。

以上の三点を念頭において，ポスト・フォーディズムにおける国家形態の問

題を検討することにしたい。

３ ポスト・フォーディズムと挿入国家の新しい型

ポスト・フォーディズムには三つの意味がある。それは，第一にアフター・

フォーディズム（フォーディズム以後）という時期区分，第二にフォーディズム

の危機を打開しようとするアクター（企業，労働組合，政府，市民団体）の戦略的

行動が作り出す過渡期的現象，第三にフォーディズムの二重の危機(生産ノルム

の危機と消費ノルムの危機）からの脱出戦略が成功する程度に応じて見えてくる

新しい蓄積体制と調整様式，を意味する。したがって，ポスト・フォーディズ

ムは，フォーディズム以後というたんなる時期区分を越える意味をもってお

り，また，新しい蓄積体制と調整様式を直接的に指示するというよりも，フォ

ーディズムの危機からの脱却プロセスに注目する用語である。

ボワイエとリピエッツによるつぎの二つの図式は，レギュラシオン学派がポ

スト・フォーディズムを分析する基本視角を示している。よく知られている図

式なので詳しい説明はしないが，この図式の特徴はフォーディズムの危機，と

９）JessopB．（1994）を参照のこと。
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出所：ＢｏｙｅｒＲ．（1986b)，ｐ､278．井上訳，191ページ。

なお，図中の〔〕は引用者による補足である。
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りわけフォード的賃労働関係の危機から脱出戦略として，「攻めのフレキシビ

リティ（柔軟性)」と「守りのフレキシビリティ」を引き出し，両者の正反対の

性格を強調していることである。「攻めのフレキシビリティ」が，フォード主義

的妥協のメリット（契約賃金，長期的雇用契約）を維持しつつ労働編成のあり方を

脱テーラー主義的方向（労働者の技能・創意・責任の重視）に変える戦略であるの

にたいし，「守りのフレキシビリティ」は，労働編成のテーラー主義的性格を

むしろ強化しながら（｢コンピューターに支援されたテーラー主義｣）フォード主義的

妥協のメリットを解体し，賃金決定や雇用形態を柔軟にする(労働組合の弱体化，

競争賃金，不安定就業層の増大）戦略である。レギュラシオン学派はこの対立的図

式にもとづいて，フォーディズムの危機の帰結として国際競争が激化した1980

年代を総括し，貿易戦争において「攻めのフレキシビリティ」を採った旧西ド

イツ・日本・スウェーデンが「守りのフレキシビリティ」を採ったアメリカ・

イギリス・フランスに勝利した事実から，「攻めのフレキシビリティ」戦略が

「労使のフォード主義的妥協」にとって代わりうるオルタナティブであると結

論づける。

このような賃労働関係のあり方をめぐる二つの戦略の対立は，国家介入のあ

あり方についての対立にも反映する。「攻めのフレキシビリティ」戦略が教育

や技能訓練やインフラにたいする効果的な国家介入を強調するのにたいし，

「守りのフレキシビリティ」戦略はフォーディズムの媒介的な制度諸形態であ

る団体交渉制度や社会保障制度を解体し，国家介入の撤廃と市場による賃労働

関係の調整への復帰，つまり19世紀型の自由主義的国家理念(所有権の保護とイ

ンフラの整備に限定された国家形態）への復帰を主張する。しかしレギュラシオン

学派によれば，1980年代における「攻めのフレキシビリティ」戦略の優位確立

は，経済活動に積極的に介入する挿入国家の新しい型の可能性を示唆している

のである'0)。ポワイエは，1980年代のかかる帰結をつぎのように総括する。

１０）Ｒ、ボワイエ（1992)，清水耕一編訳，281ページ。
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「1980年代半ば……世論を説得することに成功した自由主義の賛美者と保守党

政府によれば，所有権，契約，通貨安定を保証しうる最低限の国家こそ，成長

を刺激するために達成すべき目標であった。だが，1990年初めの現在，……最

低限の国家という考え方について，正反対の評価を示唆することができる。イ

ンフラ，技能形成，教育に要する支出を大幅に削減した諸国はいずれも深刻な

生産性の危機に苦しんでいる｣'１)。したがってアグリエッタも指摘するように，

フォーディズムの危機を打開するために「必要となるのは，国家を最低限の役

割に還元することではなく，国家の役割を再定義することである｣'2)。

以上のように，フォード的賃労働関係の危機を「攻めのフレキシビリティ」

で打開するか，それとも，「守りのフレキシビリティ」で打開するかという分

析視角は，経済／国家関係の形態をめぐる1980年における最大の争点の意味を

明らかにすると同時に，フォーディズムの危機への対応を通じてフォーディズ

ムを調整したのとは別の挿入国家の新形態が出現しつつあることを示唆すると

いう重要な意義をもっている。しかし，このような意義を有するにもかかわら

ず，この分析視角は，フォーディズムの危機の下での現代国家の危機と国家

形態の変容という問題に含まれるその他の重要な側面を捉えるものではないと

思われる。国家については，この分析視角からは落ちてしまう論点があるので

ある。先に指摘した現代国家の危機にかんする第二，第三の論点がそれであ

る。

この分析視角は，社会的妥協の危機と新しい妥協形成の困難性という問題を

取り扱うことができない。フォーディズム的妥協が解体しているのに，新しい

社会的妥協の形成が困難であるところに，今日の危機の深刻さが存在するので

ある。いわゆる福祉国家の危機についても，1970年代後半の財政危機の段階

１１）ＢｏｙｅｒＲ．（1986b)，訳，２３ページ〔これは1992年７月執筆の「日本語版への序文」

の文章である〕。

12）AgliettaM・ｅｔＢｒｅｎｄｅｒＡ．（1984)，訳，９－１０ページ〔これは1990年２月執筆の

「日本語版への序文」の文章である〕。
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(高負担には反対，高福祉には賛成)，1980年代前半の「社会的なもの」の公的制度

化の後退の段階につづいて，1980年代半ばからは福祉国家の正統性自体が問わ

れるようになってきており（福祉国家の政治的・イデオロギー的土台の浸食，組合運

動の停滞)，「攻めのフレキシビリティ」の方向で「社会的なもの」についての

妥協を制度化することは容易ではないのである（プチ論文参照)。ポワイエの図

式もリピエッツの図式も，「攻めのフレキシビリティ」の方向で新しい労使妥

協や「社会的なもの」の制度化が実現する道，すなわち「勤労者民主制」の

可能性をやや楽観的に描写するきらいがある。リピエッツの図式は労使交渉の

レベル（個人，企業，産業部門，社会全体）という形で社会的妥協の問題を組み込

もうとしているが，効率(生産性，品質）と配分的公正という点ですぐれている

「攻めのフレキシビリティ」戦略がなぜ新しい社会的妥協の凝集力になりえな

いかという論点を議論する枠組みを提供しているとは言えないのである。とも

すればこのリピエッツ図式は，新しい労使妥協および社会的妥協が困難な原因

として，国際競争の激化による国内的選択の自律度減少を過度に強調する傾向

がある。しかし，リピエッツ図式はもともと，国際体制への各国民経済の挿入

形態の問題を捨象したかなり理念的レベルの図式であって，新しい妥協形成が

困難な原因を国際的な要因に求めるのは論理的な飛躍であろう。また，ボワイ

エの図式は，リピエッツ図式とは違って「国際体制への各国民経済の統合」と

いう問題を組み込もうとする利点をもっているが，社会的妥協の問題を議論す

る枠組みとしてはリピエッツ図式よりも不十分である。結論的に言えば，ポワ

イエ図式もリピエッツ図式も，なぜ「攻めのフレキシビリティ」戦略の波及が

これほど困難なのかという論点を看過しているのである。この論点を検討する

ためには，国際関係の危機打開との関連で各国における新しい妥協形成を議論

することに加えて，国民国家が新しい妥協形成の社会的・経済的枠組みかどう

かを問う必要があろう。つまり，レギュラシオン学派の「勤労者民主制」の提

案は，新しい社会的妥協の理念を示してはいるが，新しい社会的妥協がおこな

われる空間的枠組み（国民国家か，地域か，超国民的規模か）や新しい妥協形成の
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困難性'3)の問題を捨象した議論にとどまっている｡もっと言えば,｢制度化され

た妥協」というレギュラシオン学派に独自な国家論に立ち帰り，この国家規定

を方法的に反省しつつ，挿入国家の新しい型の問題を議論する必要があるので

ある。

しかし，プーランザスの「社会関係としての国家」という規定を深化させた

「制度化された妥協」という国家規定だけでは，挿入国家の新しい型を十分に

分析することはできない。諸階級や諸集団から相対的に自律した制度形態とし

ての国家は，社会的妥協や合意を集約し正統性を付与する制度的形態にとどま

らない。それは独自の戦略を構想し実行するアクターなのである。ポワイエ図

式は国際体制への各国民経済の統合の問題を取り入れることによって，国際関

係の危機の中で独自な行為主体としての国家がフォーディズムの危機にどのよ

うに対応するかを議論しうる出発点を提供している。だが，レギュラシオン学

派に共通の弱さでもあるが，それ自身が調整の独自な対象である国家という理

解が希薄なために，ボワイエの議論は国家のレベルにおける「攻めのフレキシ

ビリティ」を示唆するだけに終始しているのである。「制度化された妥協」と

いう国家規定に，「調整の独自な対象」としての国家（ジェソップ）という規定

を加えるならば，挿入国家の新しい型は「ポスト・ケインズ国家」や「ポスト

・フォード主義的国家」のような消極的な規定ではなく，もっと積極的な特質

を有するものとして規定されるであろう'4)。

13）「攻めのフレキシビリティ」を制度化する困難性から，つぎの節で指摘するように，

「制度化された妥協」の概念およびふたつのフレキシビリティ戦略を対照させる分析

視角の撤回が生じたように思われる。このような理論的転換の時期は，「なぜ制度的移

行はそれほど困難なのだろうか」という題の論文（BoyerRetOrleanA.（1991）

が執筆されたころであろう。そしてこれは，レギュラシオン理論のミクロ的基礎とし

てのコンヴァンシオン理論の採用と，コンヴアンシオンによる制度発生と制度変化の

議論に通じていると思われる。詳しくは，Futurant6rieur（1994）を参照された

い。

14）JessopB．（1994）はこのような観点から，挿入国家の新しい形態を「シュンペータ

ー的勤勉国家」と規定している。
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４「制度化された妥協」の概念と新しい合意形成の困難性

すでに指摘したように，フォーディズム的蓄積体制の危機は，労使のフォー

ド主義的妥協(生産性インデックス賃金）や福祉国家(市民と国家の妥協という形をと

った労働と資本の妥協）の緊張を高め，これらの社会的妥協を解体させたｏだが，

流れにまかせておけば，新しい蓄積体制を方向づけるような社会的妥協が自ず

と生まれるわけでは決してないＯまた’経済危機の打開をすべて市場に委ねれ

ば，混乱と社会統合の危機が生じるだけであって，市場の作用に新しい妥協や

制度の創生を期待するのは幻想である'5)。ボワイエが繰り返し指摘するよう

に，市場は少なくとも最小限は組織されないと規則性を生み出しえないのであ

って，いわんや新しい制度諸形態を作り構造的危機から脱出する課題を市場だ

けに任せることなどできはしない相談である'6)。

社会的なものの制度化にしても，1980年代における各国の経験が示している

ように，新しい合意形成の道は極めて困難である。レギュラシオン学派自身が

このような困難をいやというほど味わってきたＯレギュラシオン学派はまず

1970年代初頭に，政府の長期経済計画に携わるエンジニア・エコノミストとし

ての経験を通じて伝統的なケインズ主義政策の無力化を自覚し，経済危機の根

底にはフォーディズムとフォード主義的労使妥協の危機が存在することを認識

する。ついで198'年の社会党政権樹立に際し，レギュラシオン学派は「攻めの

フレキシビリティ」戦略にもとづく「勤労者民主制｣'7)（｢脱テーラー主義的労働

編成十賃金．雇用．時短．社会保障にたいする権利）を提案するが，この左翼政権は

レギュラシオン学派の提案を受け入れず，フォード主義的労使関係の問題に手

をつけることなく「左翼ケインズ主義政策」（需要サイドの危機への対応）を実行

する。この左翼ケインズ主義政策の失敗が明白になった’983年，左翼政権が

「守りのフレキシビリティ」戦略（コンピューターに支援されたテーラー主義)の方

15）斉藤日出治（1994）を参照のこと。

16）例えば，Ｒ・ポワイエ（1992)，清水耕一編訳，181-182ページ，若森章孝（1993a）

を参照のこと。

17）山田鋭夫（1991)，152ページ以下を参照のこと。
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１賃金決定 イタリア
フランス・アメリカ

合衆国モデル

アメリカ合衆国
サターン計画

ｅ←………………勤労者の参加意識………………→④

典型的なフレキシブルな
フォーディズム差異化された生産、り木’

18）ボワイエは，フオーデイズムにとって代わりうる新しい発展モデルの要素として，ポ

スト．フオーデイズム的賃労働関係（製品の質と賃労働者の参加を高めるような賃労

働関係の制度化)，企業間関係の形態としての「垂直的準統合｣，挿入国家の新しい形

態（私的論理と公的論理の結合)，国際システム（協力の制度化）などをあげている。

詳しくは，ＢｏｙｅｒＲ．（1986b）の井上泰夫による訳者解説を参照されたい。なお，ポ

スト．フオーデイズム論については，井上泰夫（1987）が必読文献である。

出所：Ｒ・ポワイエ（1990)，157ページ。

西ドイツ

スウェーデン
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に急旋回するのを確認して，レギュラシオン学派の大部分はこの政権とは最終

的に挟を分かつことになる。他方，複数の労働組合に分裂している労働側も，

フォード主義的妥協の既得権に固執し，「攻めのフレキシビリティ」戦略に消

極的である。レギュラシオン学派は，効率と公正の両面から見て新しい社会

的妥協のコアになりうると考えられる，それゆえ将来の社会的妥協を先取りす

る勤労者民主制の提案を受け入れる行為主体を，フランスにおいては国家の

内部や左派政党のうちにも，労働組合や経営者のうちにも見出すことができな

いのである。「勤労者民主制」の理念のこのような挫折にもかかわらず，レギ

ュラシオン学派は1983年以後もなおフォーディズムの危機を打開する各国の

試みのうちに（スウェーデン，西ドイツ，日本)，あるいはＥＣ市場統合のプロセ

ス（市場ヨーロッパか社会ヨーロッパかをめぐる論争）のうちに，将来の社会的妥協

や新しい制度諸形態の確立につながっていくエレメントを検出しようと努め，

「空想マクロ経済学」を構想しつづけている'8)。

Ｉ勤労者ｉ
ｉ民主制Ｉ
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とはいえ，このような努力をつづけるなかで，「制度化された妥協」という

理念がレギュラシオン理論にたいしてもっている意義が次第に見失われてきた

ように思われる。実際，別の機会に述べたように，近年のレギュラシオン学派

の資本主義変容の研究のなかでは，諸制度や長期的妥協は諸階級間のコンフリ

クトを通じて発生するという認識が後退し，諸制度は差異的な個人間の合意や

協定から発生するというコンヴァンシオン理論的視点が強調されつつあるので

ある'9)。もし「制度化された妥協」という理念が放棄されるならば，レギュラ

シオン理論はマルクス的資本主義認識（より正確に言えば構造主義的マルクス主

義とケインズ主義を批判的に継承する政治経済学という当初の立場）と最終的に決別

し，それまでとは別の種類の「制度の経済学｣，「効率と公正の経済学」として

再構成されていくことになろう。レギュラシオン理論は目下，極めて深刻な理

論的分岐点にある。

５社会的妥協レベルの重層化と地方化

新しい社会的妥協と制度諸形態の形成を困難にしている要因として，経営者

の選択を「攻めのフレキシビリティ」の方に仕向けるアクターとして行動する

ことが期待される労働組合の弱体化と交渉力の低下（いわゆる「譲歩交渉｣)，勤

労者層の個人主義化(生産点や消費部面における自律性要求と「制度化された妥協」の

集権的形態との対立)，生産ノルムと消費ノルムの国内的適応の解体と生産・消

費の国際化，国際競争の激化と対外制約の強化の下での各国の選択幅の縮小な

どを指摘することができる。しかし，新しい社会的妥協の形成をむつかしくし

ている根本的な問題は，個々の要因というよりも，これらの要因全体が社会的

妥協レベルを重層化多元化させていることにあるように思われる。言い換えれ

ば，労使妥協や「社会的なもの」についての妥協をフォーディズム時代のよう

に中央集権的な形で制度化し正統化することが困難になっているのであり，社

会的妥協のレベルは，超国民的レベル，地方レベルに三層化しつつある。諸階

19）若森章孝・大田一度（1994）を参照のこと。
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級・諸階層間の妥協を集約しこれに正統性の形態を付与する国民国家の排他的

権限の一部が，超国民的レベルという上方と地方レベルという下方に譲渡され

始めている。一方では国際制約の影響を厳しく見るアグリエッタが指摘するよ

うに，生産ノルムと消費ノルムのマクロ的連関を国内的に制度化するのはもは

や不可能であり，「攻めのフレキシビリティ」にもとづくポスト・フォーディ

ズム的蓄積体制と調整様式はヨーロッパという超国民的レベルにおいてのみ実

現可能なのである。他方ではプチが指摘するように，フォーディズムの危機の

下での経済の国際化とサービス化が社会的妥協の地方化を促進し，地方(地域）

が社会的イノベーションの場になり始めているのである20)。

ここで提起されている課題は，地域的なもの（ローカルなもの)，国民的なもの

(ナショナルなもの)，超国民的なもの（supra-national）はどのような重層的関係

を構成するのか，そして，ポスト・フォーディズムにおいてはどのレベルの社

会的妥協がもっとも重要な意味をもつのか，という問題の理論的解明である。

言うまでもなく，フォーディズムの下では，「ナショナルなしベルで経済的

なもの（生産ノルムと消費ノルムのマクロ的連関）と社会的なもの（雇用，医療，教

育，年金)」を同時に保証する妥協の制度化がおこなわれ，ローカルなレベルと

超国民的レベルは付属的な意義しかもっていなかった。とりわけ地方政府は，

中央のケインズ主義的福祉国家の出先機関にすぎず，完全雇用のための産業誘

致や大量消費ノルム普及のためのインフラ整備などの中央政府の下請け的役割

を越えることができなかった。しかし，フォーディズムの危機はナショナルな

しベルにおける「制度化された妥協」の見直しを迫り，ローカルなレベルおよ

び超国民的レベルが有する固有の意義をクローズアップさせることになった。

「守りのフレキシビリティ」を主張する新自由主義の理念は，ナショナルなし

20）地域（地方）が社会的イノベーションの場になり，そこに地域産業ネットワークが成

立する可能性については，須藤修（1990)，（1993）を参照のこと。またこの問題は，

いわゆる「社会的経済」のテーマと密接に関連しているが，社会的経済については，

H6ritierP.（1988),LavilleJ-L（1993）を参照のこと。
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ベルにおける「制度化された妥協」を解体し，経済的なものは超国民的レベル

における市場競争に，社会的なものの確保はローカルなレベルにおける個人の

自己責任(家族)に委ねようとするものである。国際化の進展によって超国民的

レベルの重要性が高まるとともに，ローカルなレベルの重要性も高まるという

相互促進的関係が存在する。例えば地方政府も，グローバルな経済ネットワー

クの自律的要素となった地域経済の競争力強化のために，「地域協力関係の新

形態」（職業訓練，地域のベンチャー企業や研究機関や労働組合との連携）に関心をも

つようになる２１)。

このような文脈のなかで新しい社会的妥協の問題を検討するには，新たな方

法的概念が必要である。領域分散型垂直的準統合と領域統合型垂直的準統合と

いう，企業間関係および産業組織にかんする概念装置がそれである。垂直的準

統合とは，作業の外部化＝下請け化による垂直的分散のメリット（労働費用や監

督費用の削減，研究開発のリスクの分散）に加えて，親企業と下請け企業をジャス

ト・イン・タイムで連結することを通じて垂直的統合のメリット（取引費用や調

達費用、組織化費用の削減）をも引き出すような，企業間関係のあり方を指す用

語である。この垂直的準統合には，大企業が低熟練の作業を外部化する場合と

高度の熟練を要する作業や研究開発を外部化する場合の二つのケースが考えら

れる。前者のケースは，アメリカの多国籍企業に典型的に見られるような領域

分散型垂直的準統合であって，研究開発や長期的戦略の仕事は本国の中心都市

にある大企業が独占し，生産や販売の業務は労働コストや輸送コストを考慮し

て世界各地の子会社に外部化される。後者のケースは，ドイツのバーデン・ヴ

ュルテンベルクやサード・イタリアに典型的に見られるような領域統合型垂直

的準統合であって，大企業を結節点として，独自の研究開発能力をもつ専門化

企業，中小企業，地方の研究センターと金融機関，地方公共団体が地域産業ネ

ットワークを構成する。リピエッツは前者を「貧弱な」垂直的準統合，後者を

21）LipietzA．（1985a）を参照のこと。
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「充実した」垂直的準統合と呼んでいる22)。

ところで，このような垂直的準統合の形態は賃労働関係のあり方と密接に

関連している。単純化して言えば，領域分散型垂直的準統合は「守りのフレキ

シビリティ」（ネオテーラー主義型）と，領域統合型垂直的準統合は「攻めのフ

レキシビリティ（カルマリズム型）と結びつく傾向がある。また，領域統合型の

企業間関係と「攻めのフレキシビリティ」型の賃労働関係が有機的に結びつ

くためには，リピエッツが「地域へゲモニー・ブロックbloch6g6monique

territOrialiS6｣23)と呼ぶ地方レベルにおける社会的妥協の構築が必要である。

「領域統合型垂直的準統合十攻めのフレキシビリティ」という発展モデルは地

域へゲモニー・ブロックの形成を促進する要因であるが，地域へゲモニー・ブ

ロックの形成なしに新しい発展モデルの発展を語ることはできない。いずれに

せよ，社会的妥協レベルの地方化を検討するうえで，垂直的準統合，攻めのフ

レキシビリティ，地域へゲモニー・ブロックという概念装置が有効であること

は確かである。そして，このように社会的妥協レベルが地方化するならば,国民

国家はもはや｢制度化された妥協｣の集約的形態ではなくなる。中央と地方の関

係がフォーディズム時代とは逆になり，地方レベルの社会的妥協を保証し発展

させていけるように，国民国家のあり方が変容しなければならないであろう。

とはいえ，諸地域間の競争を方向づけるゲームのルールを制度化するメタレベ

ルが依然として必要であるので，国民国家はしばらくのあいだ労使協定や社会

保障や税率について交渉し社会契約を結ぶ場所でありつづけるであろう24)。

22）Ａ・リピエッツ（1993)，井上泰夫・若森章孝編訳，第10章と第14章，平田清明（1993）

を参照のこと。

23）ＢｅｎｋｏＧ・etLipietzAeds．（1992)，ｐ､364.

24）本稿はつぎにジェップの「シュンペーター的勤勉国家」論の検討を通じて，フオーデ

イズムの危機にたいする国家の独自的対応を議論し，さらにポスト・フオーデイズ

ムの国家の全体像に接近する予定であったが，この課題は別の機会に譲ることにし

たい。この課題にかかわる研究として，ＢｏｉｓｍｅｎｕｅｔＤｒａｃｈｅＤｄｉｒ（1990)，Ｂｏ‐

nefeldW､etHollowayJ．（1991)，CarnoyM．（1984)，Futurant6rieur（1994)，

池田信（1993)，平田清明（1993)，HirschJ．（1991)，JessopB．（1994)，加藤哲郎
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最後に一言。木村雄二郎先生は，どのような国家像を想定して計画経済論の

研究をされてきたのだろうか。「いばらず，かざらず，きどらず」の国家であ

ろうか。お元気なときにお尋ねしておきたかった点である。合掌。
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